
（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A 後継者育成の施策を研究しながら現在の施策を推進してい
く。

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

25

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

B　有効性が認められるA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

240,000

事務事業の評価

人工数（人役）

商店街数

5商店街

予算現額（円）

現在の商店街数５を維持

小野田地区の小野田駅前商店街、中央商店街、セメント町商店街と山
陽地区の厚狭商店街、埴生商店街は、郊外大規模店舗の進出や景気
悪化により店舗数が減少しており、商店街自体の維持を図ることが課
題となっている。

後継者育成の施策案を研究する。

一 般 財 源

合　　　計

100

商店街実地訪問回数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

商工振興費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

商工費 目

商工振興費

改 善 策

(      )

0

臨時

近年の大型店の進出により、既存商店街が衰
退傾向にあるなか、平成12年6月に大店立地
法が施行され、大型店の進出がなされている
のが現状である。このような状況下のなか、
本市の既存商店街が活性化するような起爆剤
が必要である。小野田駅前地区においては、
商業施設の整備、空き店舗、空き地の有効活
用が必要である。また、厚狭駅前地区におい
ても、新幹線駅を活用した振興策など、それ
ぞれの商店街の立地条件を生かした振興策を
図る必要がある。

商業施設の充実を図ることにより、商
店街の振興を促進させる。

市商店街共同施設設置補助要綱に基づ
いて、商店街の施設等を行う団体に対
して限度額の範囲以内で街路灯・アー
ケード等の整備費について、それぞれ
定められた割合により補助金交付を行
う。

※街路灯⇒８０％以内
　 アーケード⇒５０％以内など
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歳出

事業名 既存商店街の振興

7 商工費

240,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

0(      )

(      )

人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

240,000

(      )

(      )

商店街共同施設設置費補助金 0

1

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

604,100

240,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

2

商工労働係商工労働課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

0

No

魅力と活力ある産業の振興 商業・サービス業の活性化

課名

事業実施の手段・手順

項

既存商店街の振興12 2 1
施策体系

商工振興費

3 CHECK

0.1
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（様式2）

事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

その他
上記活動指標と成果指標については、今後客観的で合理性のある指標を研究していきたい。
また、本事業は工業の振興及び労働環境の向上にも寄与している。

事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B 融資制度の限度額の引き上げ等も視野に入れながら、現
在の施策を推進していく。

効 率 性

A　効率性が高い

B

課 題

10回12回

D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

B　有効性が認められるA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

199,279,000

事務事業の評価

人工数（人役）

Ｈ23年度中小企業振興資金融資実績額

141,900千円

予算現額（円）

融資限度額等をどのような基準により設定すべきかについての検討。 今後、近年の景気低迷による国の緊急保証制度を考慮しつつ、関係機
関と協議し、限度額等の見直しについて調査研究していく。

一 般 財 源

合　　　計

193,500,000

金融審査会開催回数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

商工振興費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

商工費 目

商工振興費

改 善 策

(      )

183,017,064

経常

制度融資の円滑な運用と利用者の借受
負担の軽減を図るため、金融機関預託
金及び債務保証料補給金を行ってい
る。債務保証料補給金については、制
度融資利用者が信用保証協会に支払っ
た保証料について、市が全額補給して
いる。

中小企業者等を対象とした低利で有利
な制度融資を整備することにより、中
小企業者等の経営の安定化を図り、
もって商業・商店街の振興を図る。

信用保証協会との協力により、中小企
業者に対する融資を円滑にし、かつ、
その債務保証料の補給措置を講ずるこ
とにより、経営基盤の安定を図り、
もって中小企業の振興育成を図る。

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

4,517,064

事業名 融資制度の利用促進

7 商工費

193,500,000

（
割
合

）

財
源
内
訳 178,500,000

4,517,064(  2  )

(      )

人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

5,779,000

(      )

( 98 )

保証料補給金 5,779,000

預託金 178,500,000

1

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

604,100

199,279,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

21

予算現額（円） 決算額（円）

2

商工労働係商工労働課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

183,017,064

No

魅力と活力ある産業の振興 商業・サービス業の活性化

課名

事業実施の手段・手順

項

商業振興支援の充実12 2 2
施策体系

商工振興費

3 CHECK

0.1

382



（様式2）

現在の施策を推進していく。

その他
現在「おめでとうセール」は年４回実施しているが、担当課が３課に分かれやり方も違うため協力店に戸惑いが生じている。
担当課を統一する検討も必要。

BB
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要 事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

【おめでとうセール事業】は軌道に乗ってきたが、協力店にはメリットが
ないため協力店を確保することが困難である。
【商工センター運営事業】は建物の老朽化が著しく維持管理費が嵩んで
いる。

【おめでとうセール事業】の内、「成人おめでとうセール」はＨ２３から市
内名産品をノベルティーグッズとして提供してもらい、これを抽選で利用
者や協力店に贈呈した。
【商工センター運営事業】は施設の適正な維持管理に努め、大規模な
修繕については計画的に取り組む。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.25 1,510,250

合　　　計 18,809,000 18,393,670 合　　　計 18,809,000 18,393,670

一 般 財 源 ( 56 ) 10,269,000

8,068,663

10,325,007

そ の 他 ( 44 ) 8,540,000

(      )

商工会議所補助金 7,623,000 7,623,000 県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

中小企業相談所補助金 2,646,000 2,646,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

商工センター運営事業費 8,540,000 8,124,670 地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

２回 ２回 増やす
商業統計によるためＨ２３
は数値なし ％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）セール事業の実施回数
事業所数（商業統計調査による卸売・小売業に属する事
業所数）H16：839→H19：717

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

【中小企業相談所補助事業】既存企業の経営体質を強化するため、県、商
工会議所と連携して経営指導支援を行うとともに、円滑な資金調達を図る
ため、融資制度の充実を図る。特に、厳しい経済状況下において適正な経
営指導は既存企業のフォローの観点から重要である。【商工会議所運営事
業】中小企業者を取り巻く情勢は厳しく、商工業の総合的な改善発達を目
的とする商工会議所の支援が重要である。今後も、会議所支援を通じて市
内商工業の振興と地域経済の活性化に努める。【おめでとうセール事業】
商業振興策の一環として、集客力の向上を目的として成人の日及びこども
の日セールを行う。各セールにおいて、協力店（協力事業所）の周知を行
う必要があり、新成人又はこどもに対して協力店名簿等の送付や、セール
ＰＲのため、市報や地方新聞への掲載を行う。【商工センター運営事業】
商工業の振興に資するため、昭和54年9月に開館し、現在、小野田商工会議
所が指定管理を行っている。年間約16,000人の利用があるが、開館以来30
年を経過しており老朽化が目立っている。

【中小企業相談所補助事業】事業者の経営体質の強化を
目的とした経営指導等の支援【商工会議所運営事業】商
工会議所業務を円滑に遂行し、もって市内商工業の振興
と地域経済の活性化に効果がある。商工会議所におい
て、商工業振興事業、商店街振興事業、労働福祉対策事
業、産学公連携事業等を実施している。商工会議所業務
を円滑に遂行し、もって市内商工業の振興と地域経済の
活性化に効果がある。【おめでとうセール事業】セール
を行うことにより、商店や商店街の商業振興の支援にな
る。【商工センター運営事業】市内商工業の振興と地域
経済の活性化に努める。

【中小企業相談所補助事業】講習会の開催、経営診
断・巡回指導等の促進、融資制度の充実【商工会議
所運営事業】商工会議所補助金交付要綱に基づき、
市内の商工業の振興と地域経済の活性化を図るた
め、小野田商工会議所及び山陽商工会議所の経費の
一部について予算の範囲内で補助する。【おめでと
うセール事業】セール事業協力店の募集、名簿作
成、公表宣伝 セール事業の対象者（成人・こど
も）への宣伝・PR セール事業の効果の分析及び次
回セールの検討【商工センター運営事業】会議・講
習などで利用する部屋の貸館業務を行っている。業
務推進により、商工業の振興を図る。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 臨時

2 商工振興費

細　目 1 商工振興費 細々目 1 商工振興費 会計種別 一般会計

事業名 商業振興支援事業

予算費目
款 7 商工費 項 1 商工費 目

商工労働係 No 2

小項目（基本事業）

12 魅力と活力ある産業の振興 2 商業・サービス業の活性化 2 商業振興支援の充実
施策体系

大項目（政策） 中項目（施策）

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 商工労働課
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（様式2）

地元商店街及び商工会議所と意見交換を行い、今後の事
業の方向性等を模索していく。

その他 事業の趣旨から活動指標における目標値設定は困難なため設定していない。

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

建物の老朽化とＨ２２年９月以降出店者がいない状況が続いている。 地元商店街及び商工会議所と意見交換を行い、今後の事業の方向性
等を模索していく。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

C　必要性について検討が
必要である

C　有効性について検討が
必要である

A　効率性が高い C　あまり目標を達成していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.1 604,100

合　　　計 1,089,000 908,226 合　　　計 1,089,000 908,226

一 般 財 源 (100) 899,000

0

908,226

そ の 他 (  0  ) 190,000

(      )

県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

商業起業家支援センター管理運営費 1,089,000 908,226

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

5 2 3 0
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）活用のための相談件数 年間延べ入店数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
0

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

商業に属する事業を新たに興そうとす
る者を支援することより、商業の活性
化に資するため、既存の建物を改修
し、平成14年10月に開館した。入店数
が開店当初と比較して減尐しているこ
とや建物自体も老朽化しているため、
今後の活用について検討を要する。

商業に属する事業を新たに興そうとす
る者を支援することにより、商業の活
性化を図る。

貸し店舗業務、入店審査を実施

現在の出店状況を考慮し、平成２３年
４月１日からは指定管理の更新を一時
保留する。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 臨時

2 商工振興費

細　目 1 商工振興費 細々目 2 商業起業家支援センター管理運営費 会計種別 一般会計

事業名 商業起業家支援事業

予算費目
款 7 商工費 項 1 商工費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

12 魅力と活力ある産業の振興 2 商業・サービス業の活性化 2 商業振興支援の充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 商工労働課 商工労働係 No 3
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